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西播水監第１９号　 

令和７年８月２７日　 

 

　西播磨水道企業団 

　　企業長　篠崎　保伸　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西播磨水道企業団 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員　柴田　将之 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員　池田　勲 

 

 

令和６年度西播磨水道企業団水道事業会計決算審査意見の提出について 

 

 

　地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定により、

審査に付された令和６年度西播磨水道企業団水道事業会計の決算その他関係書類

について、西播磨水道企業団監査基準に基づき審査したので、次のとおり意見を

提出します。 
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令 和 ６ 年 度 西 播 磨 水 道 企 業 団 

水 道 事 業 会 計 決 算 審 査 意 見 

 

１　審査の種類 

　　地方公営企業法第３０条第２項に規定する決算審査 

 

２　審査の対象 

　　令和６年度西播磨水道企業団水道事業会計決算その他関係書類 

 

３　審査の期間 

　　令和７年６月２５日から令和７年８月２７日まで 

 

４　審査の着眼点及び実施内容 

　⑴　この審査では、令和６年度の水道事業会計決算書類において経営状況を適確に表

示し、経営の基本原則に従って企業の運営がなされているかどうかを検証した。 

  ⑵　審査に当たっては、決算書、附属書類、会計帳簿、証拠書類等を照合して計数の

確認を行い、現金預金及び有価証券については実査により確認した。 

  ⑶　経理手続の審査は、地方公営企業法その他関係法令に定められた会計諸原則を審

査の基準とした。 

 

５　審査の結果及び意見 

　⑴　審査の結果について 

決算諸表の様式及び記載事項は、法令及び会計原則に準拠して作成されており、

その計数は正確であり、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと

認められる。 

　⑵　審査の意見について 

給水戸数は、２３,２７４戸で、前年度より１０戸（０.０％）増加したものの、

給水人口は４７,３１３人で６９１人（１.４％）減少している。有収水量は６,４９

２,７２２㎥で、前年度より１１７,６０３㎥（１.８％）の減少となっている。 

事業収益は、主に給水人口の減少に伴う生活用使用水量の減及び大口使用者の使

用水量の減により水道料金収入が減少したこと、並びに補助金を財源として取得し

た資産の耐用年数が到来したことにより長期前受金戻入が減少したことで、前年度

と比較して３１,９１７,８４２円（２.７％）の減収となっている。また、事業費用

は、主に資産の耐用年数が到来したことによる減価償却費の減により、前年度と比

較して３１,７０７,９４９円（３.０％）減少している。なお、長期前受金戻入及び

減価償却費の減少の要因となっている資産は、平成１９年度に竣工した市場水源地

高度浄水施設整備事業に伴い取得したものである。その結果、純利益は前年度より

２０９,８９３円（０.１％）減少し、１４２,５０２,５３０円となっている。 

収益面においては、給水人口の減に伴う給水収益の減少が続いており、費用面で

は、動力費の増加や配管材料・設備機器の価格の高騰が続いており、水道事業運営

は一段と厳しい状況が続いている。このような状況においても、安全で安心な水の

供給を図るため経費の節減と効率化を図り、水道事業の健全経営を望むものである。 
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 ６　審査の概要  

 ⑴　収益的収支について 

　　事業収益は、１,１５６,２２６,４２５円で、前年度と比較して３１,９１７, 

　８４２円（２.７％）減少している。事業費用は、１,０１３,７２３,８９５円で、前

　年度と比較して３１,７０７,９４９円（３.０％）減少し、当年度は１４２,５

　０２,５３０円の純利益となっている。 

 

 

 

　　年度別の収益的収支の状況は、次表のとおりである。 
(単位：円)

　 項　　目　　　   年　　度 令和６年度 令和５年度 令和４年度

 事業収益　　    (B)＋(E) (A) 1,156,226,425 1,188,144,267 1,198,700,584

 経常収益   　 (C)＋(D) (B) 1,156,226,425 1,188,144,267 1,198,700,584

 営業収益　　　　　 　(C) 914,631,091 931,179,867 942,438,654

 うち受託工事収益 　(a) 152,189 641,691 120,484

 営業外収益　　　　 　(D) 241,595,334 256,964,400 256,261,930

 特別利益　　　　　　 　(E) 0 0 0

 事業費用   　　 (G)＋(J) (F) 1,013,723,895 1,045,431,844 1,043,564,673

 経常費用   　 (H)＋(I) (G) 1,013,723,895 1,045,431,844 1,043,564,673

 営業費用　　 　　　　(H) 990,067,848 1,020,379,670 1,017,099,135

 うち受託工事費　 　(b) 41,427 116,938 64,461

 営業外費用　 　　　　(I) 23,656,047 25,052,174 26,465,538

 特別損失　　　 　　　　(J) 0 0 0

 当年度純利益        (A)－(F) 142,502,530 142,712,423 151,135,911

 経常利益　       　 (B)－(G) 142,502,530 142,712,723 155,135,911

 利益剰余金　 　　　　　　(K) 1,605,643,793 1,552,735,941 1,498,146,543

 不良債務　　　  　 　　　(L) － － －

　　　　　　　　 (A)    
 総 収 支 比 率 ×100 114.1％ 113.7％ 114.9％
　　　　　　　　 (F)
　　　　　　　　 (B)    
 経常収支比率 ×100 114.1％ 113.7％ 114.9％
　　　           (G)
　　　　　　　 (C)-(a)    
 営業収支比率 ×100 92.4％ 91.2％ 92.7％
　　　         (H)-(b)
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　事業収益を前年度と比較すると、給水収益は、生活用（口径１３・２０・２５㎜）

が５６,８４７㎥、５,３６２,６２９円の減、業務・営業用（口径４０・５０・７

５㎜）が１７,０７７㎥、３,９５４,０６１円の増、工場用（口径１００㎜）が９,

５８９㎥、２,１４８,２４２円の減となっている。大口使用者（口径３００㎜）で

ある㈱ＩＨＩは３５,４２６㎥、７,９３５,４２４円の減、関西電力㈱相生発電所

は３２,８６５㎥、７,３６１,７６０円の減となり、全体では２.１％減少している。 

　受託工事収益は、一般修繕工事収益が４８９,５０２円の減となり、７６.３％減

少している。 

　その他営業収益は、他会計負担金で消火栓修繕負担金が２,６２６,９００円の増

となり、全体では５.３％増加している。 

　受取利息は、有価証券利息が１,１４１,１６４円の減となったものの、預金利息

が１,９２７,３３７円の増となり、全体では２.３％増加している。 

　他会計補助金は、児童手当に係る繰入金が１０８,０００円の増となり、６.４％増加

している。 

　分担金は、口径別分担金が６,３４０,０００円の減となり、全体では２８.３％減

少している。 

　長期前受金戻入は、平成１９年度に市場水源地高度浄水施設整備事業により整備

した資産のうち、国からの補助金で取得した機械及び装置の耐用年数が到来したこ

とにより、国県補助金長期前受金戻入が１１,２４９,９２６円の減となり、全体で

は８.４％減少している。 

　雑収益は、落雷事故等に係る災害共済金により、その他雑収益が６,８２１,６７

２円の増となり、全体では２５５.６％増加している。 

 

 

　事業収益を科目別に前年度と対比すると、次表のとおりである。 

(単位：円)

      　 　年　度 令和６年度 令和５年度 増　減　額 増減率(％) 
 科　目

給 水 収 益 859,026,842 877,866,736 △  18,839,894 △         2.1

受託工事収益 152,189 641,691 △　　 489,502 △　　　　76.3

その他営業収益 55,452,060 52,671,440 　  2,780,620 　        5.3

受 取 利 息 35,319,598 34,533,425 786,173          2.3

他会計補助金 1,784,000 1,676,000 108,000 6.4

分 担 金 14,375,760 20,046,000 △ 　5,670,240 △　  　　28.3

長期前受金戻入 181,575,326 198,306,907 △  16,731,581 △         8.4

雑 収 益 8,540,650 2,402,068 6,138,582 255.6

特 別 利 益 0 0 0 －

合 計 1,156,226,425 1,188,144,267 △  31,917,842 △         2.7
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 　事業費用を前年度と比較すると、人件費は、職員給与費（給料、手当、法定福

 利費）が、職員数１名の増、月例給並びに期末及び勤勉手当の引上げ等により１１,

 ０４９,７８９円の増、退職給付費が６,７２２,０００円の減となり、全体では３.

 ０％増加している。 

 　委託料は、前年度に実施した西播磨水道企業団５０年史作成業務委託料３,１５

 ０,０００円及び市場水源地非常用ガスタービン発電機点検整備業務委託料５,０

 ００,０００円の減により、全体では８.９％減少している。 

 　修繕費は、漏水調査に伴う給水管修繕等の工事の増により、８１.７％増加して

 いる。 

 　動力費は、主に水源地等施設に係る電気料金で、使用量は減少したものの、再生

 可能エネルギー発電促進賦課金単価の上昇により電気料金が７,２５２,５８７円の増と

 なり、全体では８.４％増加している。 

 　負担金は、安室ダム水道用水供給企業団の経費負担金が５１８,２８５円の減と

 なり、全体では３.２％減少している。 

 　受水費は、赤穂市からの受水量が１,５６３㎥、１４８,４８５円の減となり、

 全体では３.４％減少している。 

 　減価償却費は、平成１９年度に市場水源地高度浄水施設整備事業により整備し

 た資産の耐用年数が到来したことにより、３.５％減少している。 

 　資産減耗費は、水源地施設の工事等に伴う機械及び装置の除却費が１１,３３４,

 ４７８円の減となり、全体では７１.３％減少している。 

 　支払利息は、全て企業債利息であり、元利均等返済方式をとっているため、利

 息額が１,４９８,１０９円の減となり、６.１％減少している。 

 　その他は、路面復旧費が５,３１０,０００円の減となり、全体では８.９％減少
 している。 

  

  

 　事業費用を科目別に前年度と対比すると、次表のとおりである。 

 (単位：円)
 
  　　　　　年　度     
   科　目

令和６年度 令和５年度 増　減　額 増減率(％)

 
 人 件 費 188,718,034 183,298,245 5,419,789 3.0
 
 委 託 料 69,214,759 75,937,479 △   6,722,720 △　　　　 8.9
 
 修 繕 費 4,629,731 2,547,780 2,081,951 81.7
 
 動 力 費 92,898,994 85,708,607 7,190,387 8.4

負 担 金 20,474,355 21,155,404 △     681,049 △         3.2

受 水 費 2,902,777 3,005,808 △     103,031 △         3.4

減 価 償 却 費 563,743,247 584,029,121 △  20,285,874 △　　　　 3.5

資 産 減 耗 費 5,214,103 18,139,949 △  12,925,846 △　　　　71.3

支 払 利 息 23,205,767 24,703,876 △   1,498,109 △         6.1

そ の 他 42,722,128 46,905,575 △   4,183,447 △　　　　 8.9

合 計 1,013,723,895 1,045,431,844 △　31,707,949 △　　　　 3.0
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⑵　資本的収支について 

　　資本的収入額は５,９７６,０００円、資本的支出額は６１６,９９６,２３４円

となっており、収入額が支出額に対し不足する額６１１,０２０,２３４円は、当

年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４０,７１５,６７６円、減債積立

金９１,０９２,７８７円及び過年度分損益勘定留保資金４７９,２１１,７７１円

で補てんしている。 

　　建設改良事業の主なものとしては、水源地整備として、市場水源地で加圧膜モ

ジュール更新工事、膜処理インバータ更新工事、坂越水源地で送水ポンプ３号整

備工事、加圧所整備として、佐方加圧所で受変電設備整備工事、配水池整備では、旭

配水池外で電荷中和型避雷針緊急設置工事、高取トンネル配水池で配水池緊急改

修工事を実施している。また、配水管整備では、相生市那波東本町・矢野町菅谷、

たつの市揖保川町黍田・ひばりヶ丘及びたつの市御津町朝臣で工事を実施している。 
 
 

　　
資本的収入（決算額は、消費税額含む。）の状況は、次表のとおりである。

 

(単位：円)

科　　　　　目 決　算　額 備　　　　　　　　　　　考

 企 業 債
 

0 　

 出 資 金 0  

 補 助 金 0 　

 
工 事 負 担 金 5,976,000

　たつの市公共下水道事業ひばりヶ丘雨水ポンプ場

築造工事に伴う水道管の移設補償金

合　　　　　　　計 5,976,000

 

 

　　資本的支出（決算額は、消費税額含む。）の状況は、次表のとおりである。 

(単位：円)

科　　　　　目 決　算　額 備　　　　　　　　　　　考

 原水及び浄水設備費 95,810,000 　坂越水源地取水施設整備調査業務　　　　　外

 高度浄水施設整備費 0

 配 水 設 備 費 392,185,482
 　事務費  　　　　　　　　  97,038,982円 

　工事請負費　　　　　     295,146,500円

営　業　施　設　費 37,907,965 　水道施設台帳管理システム機器更新外業務　外

 
企 業 債 償 還 金 91,092,787

 　財務省近畿財務局           4,544,449円 

　地方公共団体金融機構      86,548,338円

 国庫補助金返還金 0  

合　　　　　　　計 616,996,234
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　企業債の当年度償還額は、１３件で９１,０９２,７８７円、当年度末未償還残高は、

１５件で１,７１９,３１３,６２４円である。なお、１５件のうち２件については据置

期間中のため、償還額は発生していない。 

　給水収益に対する企業債償還額の割合は、元金が１０.６％、利息が２.７％で合計１

３.３％となっている。 

 

 

　企業債償還金の状況は、次表のとおりである。 

(単位：円)

事　　業　　別 前年度末残高 当年度受入額 当年度償還額 当年度末残高

財 務 省 近 畿 財 務 局 71,338,755 0 4,544,449 66,794,306

地方公共団体金融機構 1,739,067,656 0 86,548,338 1,652,519,318

合　　　　計 1,810,406,411 0 91,092,787 1,719,313,624

 

 

　補てん財源は、当年度発生額５７０,４０８,２２２円に対して当年度使用額６１１,

０２０,２３４円となっており、当年度末残高は３,９２７,２３２,３２０円で、前年度

と比較して４０,６１２,０１２円（１.０％）減少している。 

 

 

　補てん財源の状況は、次表のとおりである。 

(単位：円)

区　　　　分 前年度末残高 当年度発生額 当年度使用額 当年度末残高

消費税資本的収支調整額 0 40,715,676 40,715,676 0

過年度損益勘定留保資金 2,504,703,069 0 479,211,771 2,025,491,298

当年度損益勘定留保資金 0 387,190,016 0 387,190,016

減 債 積 立 金 1,463,141,263 0 91,092,787 1,372,048,476

未 処 分 利 益 剰 余 金 0 142,502,530 0 142,502,530

合　　　　計 3,967,844,332 570,408,222 611,020,234 3,927,232,320
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⑶　剰余金計算書について 

　　前年度処分額の状況は、未処分利益剰余金のうち、減債積立金を取り崩して

企業債償還金に充てた額に相当する額８９,５９４,６７８円を資本金へ組み入

れ、令和５年度の当年度純利益に相当する額１４２,７１２,４２３円を減債積

立金へ積み立てている。 

　　当年度変動額の状況は、減債積立金を９１,０９２,７８７円取り崩して企業

債償還金に充てており、未処分利益剰余金として、当年度純利益１４２,５０２,

５３０円との合計額２３３,５９５,３１７円が増加している。 

　　その結果、当年度末残高の状況は、資本金８,２２２,７９７,８５６円、資本

剰余金のうち国県補助金７,５２８,５４７円、工事負担金７７,２９５,８６４

円、利益剰余金のうち減債積立金１,３７２,０４８,４７６円、未処分利益剰余

金２３３,５９５,３１７円となっている。 

 

 

 

　　剰余金の状況は、次表のとおりである。 

(単位：円) 

科　　　目 前年度末残高 前年度処分額 当年度変動額 当年度末残高

資　本　金 8,133,203,178 89,594,678 0 8,222,797,856

 受贈財産評価額 0 0 0 0
  資
  本 国 県 補 助 金 7,528,547 0 0 7,528,547
  剰
  余 工 事 負 担 金 77,295,864 0 0 77,295,864

 金
寄 附 金 0 0 0 0

利剰 減 債 積 立 金 1,320,428,840 142,712,423 △　91,092,787 1,372,048,476
 　余

益金 未処分利益剰余金 232,307,101 △ 232,307,101 233,595,317 233,595,317

合　　　計 9,770,763,530 0 142,502,530 9,913,266,060

 

⑷  キャッシュ・フロー計算書について 

　　業務活動によるキャッシュ・フローは、企業本来の業務活動によって得られ

たキャッシュの増減額を示しており、水道事業の場合は、減価償却費（内部留

保資金）が多いため通常プラスになる。当年度は、純利益が１４２,５０２,５

３０円、減価償却費が５６３,７４３,２４７円となり、キャッシュが増加して

いる。 

　　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資や有価証券等への投資による

キャッシュの増減額を示しており、設備投資の費用に比べて補助金等の収入が

少ないため通常マイナスとなる。当年度は、有形固定資産の取得による支出で

４８５,１８７,７７１円の減少となり、キャッシュが減少している。
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　財務活動によるキャッシュ・フローは、業務活動及び投資活動を維持するための資金の借入

や返済によるキャッシュの増減額を示している。当年度は、建設改良企業債償還による支出が

９１,０９２,７８７円の減少となり、キャッシュが減少している。 

　キャッシュ・フローは全体で、７６,０５５,２９１円増加しており、資金期末残高は、１,５

８３,０１６,５５５円となっている。 

　資金期末残高は増加しており、財務活動によるキャッシュ・フローにおける借入金の返済額

（建設改良企業債償還による支出）が、当年度純利益の範囲内であるため、企業債の返済額に

無理がない状態である。 

 

 

 

　キャッシュ・フローを前年度と比較すると、次表のとおりである。 
(単位：円)

項　　　　　目 令和６年度 令和５年度 差引き

業務活動によるキャッシュ・フロー 646,359,849 467,080,589 179,279,260

 当年度純利益 142,502,530 142,712,423 △       209,893
 
 減価償却費 563,743,247 584,029,121 △    20,285,874
 内 
 引当金の増減額(△は減少) △    19,407,317 18,962,000 △    38,369,317
 
 長期前受金戻入額 △   181,575,326 △   198,306,907 16,731,581
 
 未収金の増減額(△は増加) △　　11,664,726 2,249,842 △　　13,914,568
 訳

未払金の増減額(△は減少) 154,489,316 △　　66,660,926 221,150,242

その他 △　　 1,727,875 △　  15,904,964 14,177,089

投資活動によるキャッシュ・フロー △   479,211,771 △   405,927,931 △    73,283,840

 有形固定資産の取得による支出 △   485,187,771 △   406,177,931 △    79,009,840
 
 内 有価証券の取得による支出 0 △   199,750,000 199,750,000
 
 有価証券の売却による収入 0 200,000,000 △   200,000,000
 

  訳 国庫補助金による収入 0 0 0

工事負担金 5,976,000 0 5,976,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △    91,092,787 △    89,594,678 △     1,498,109

内 建 設 改 良 企 業 債 に よ る 収 入 0 0 0
 

訳 建設改良企業債償還による支出 △    91,092,787 △    89,594,678 △     1,498,109

資金増加額(又は減少額) 76,055,291 △　  28,442,020 104,497,311

資金期首残高 1,506,961,264 1,535,403,284 △ 　 28,442,020

資金期末残高 1,583,016,555 1,506,961,264 76,055,291
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⑸　未収金及び未払金について 

　　未収金は、そのほとんどが３月調定分で、大半は納期限の４月に収納されている。 

　　水道料金の当年度末残高のうち当年度分は７５,５２６,１６２円、過年度分は２,

２４０,８２６円であり、７月末現在の状況は、水道料金が３,６２６,３５１円の

未収となっている。 

　　貸倒引当金１,７１４,７７８円の内訳は、破産更正債権７０８,３４６円及び貸倒懸念債

権１,９６４,９６９円の５０％以上である１,００６,４３２円の合計となっている。 

　　なお、不納欠損は、水道料金２１７,４６１円（令和元年度分４２戸）で、無届転宅によ

る所在不明等が主な理由である。令和元年度の収納率は９９.９７％となっている。 
 

　　未収金の状況は、次表のとおりである。 

(単位：円)

科　　　　　　目 当年度末残高 ４月末残高 ７月末残高

 水 道 料 金 77,766,988 9,384,892 3,626,351
 
 分 水 料 金 6,905,987 125,400 0
 
営 業 未 収 金 手 数 料 25,200 0 0

負 担 金 5,645,700               0                 0

下水道事務受託料 4,327,180 2,437,732 0

 分 担 金 649,000 0 0
 営業外未収金

そ の 他 雑 収 益 12,141 0 0

その他未収金 特定工事負担金 5,976,000               0                 0

小 計 101,308,196 11,948,024 3,626,351

貸 倒 引 当 金 △   1,714,778 0 0

合 計 99,593,418 11,948,024 3,626,351

 

　　未払金の総額は２９４,９７６,５８６円で、その内訳は営業未払金３８,８８９,

１２２円、営業外未払金３１７,７００円、その他未払金２５５,７６９,７６４円

となっている。 

　　営業未払金は３月分の委託料、動力費、路面復旧費等であり、営業外未払金の消

費税は６月末に納付済みである。 

　　また、その他未払金は主に建設改良工事費で、全て４月末までに支払済みである。 

 

　　未払金の状況は、次表のとおりである。 

(単位：円) 

科　　　　　　目 当年度末残高 ４月末残高 ６月末残高

 原水及び浄水費 22,823,349 0 0
 

 営 業未 払金 配水及び給水費 7,255,765 21,385 0

総 係 費 8,810,008 0 0

営業外未払金 消 費 税 317,700 317,700 0

 原水及び浄水設備費 49,792,600 0 0
 

 配 水 設 備 費 172,642,247 0 0

その他未払金
 

営 業 施 設 費 9,348,240 0 0

た な 卸 資 産 113,960 0 0

退職給付引当金 23,872,717               0                 0

合　　　　　　計 294,976,586 339,085 0
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⑹　貯蔵品について 

　　貯蔵品は、地方公営企業法施行規則第１１条の規定により、受払の都度、種

類別に数量及び価額を記録する継続記録法によって行い、払出価額について

は、西播磨水道企業団水道事業会計規程第５５条の規定により、購入のときの

数量及び価額を前の残高に加え、平均して新単価を算出し、これをその後の払

出単価とする移動平均法によって整理している。 

　　購入額は、たな卸資産購入限度額の予算額６,７５０,０００円（消費税込

み）に対して決算額４,６０１,７６２円（消費税込み）となっており、貯蔵品の

令和６年度末残高は、９,２３３,５２５円となっている。 

　　当年度の実地たな卸しは、令和７年３月３１日に全品目について行われ、増

加は６品目１２,０７５円、不足は１０品目１３,４６７円で、過不足の調整は適正に

行われており、たな卸し明細書が適正に作成されている。 

　　貯蔵品は、前年度と比較して４１９,２８８円（４.８％）増加しているが、

企業団直営工事の施行に必要な数量を確保しているものである。また、品質劣

化により、使用に耐えなくなった５品目１７８,５４１円を処分しており、在庫

管理はおおむね適正に行われている。 

 

 

　貯蔵品の入出庫状況は、次表のとおりである。 
(単位：円)

前 年 度 末 残 高 ８,８１４,２３７

 受 購 入 品 ４,１８３,４２５
 
 た な 卸 増 加 分 １２,０７５
 
額 計 ４,１９５,５００

 原 水 及 び 浄 水 費 ８０４,７２９
 払

 配 水 及 び 給 水 費 ２,７３８,０４８
 
 受 託 工 事 費 ４１,４２７

 
 配 水 設 備 費 ０

 
 た な 卸 除 却 分 １７８,５４１
 
 た な 卸 不 足 分 １３,４６７

 額
計 ３,７７６,２１２

当 年 度 末 残 高 ９,２３３,５２５



別表１

（人） △ 691 △ 1.4

（人） 0 0.0

（人） △ 691 △ 1.4

（戸） 10 0.0

（㎥） 0 0.0

（㎥） △ 513 △ 2.4

（㎥） △ 938 △ 3.9

（㎥） △ 596 △ 3.1

（㎥） △ 208,447 △ 2.7

有 収 水 量 （㎥） △ 117,603 △ 1.8

有 収 率 （％） 0.8 －

無 収 水 量 （㎥） 12,792 40.6

無 効 水 量 （㎥） △ 103,636 △ 9.3

市 場 （㎥） 38,817 0.7

坂 越 （㎥） △ 180,345 △ 14.9

野 田 （㎥） △ 54,953 △ 16.6

野 田 南 （㎥） △ 284 △ 0.0

真 広 （㎥） △ 9,440 △ 12.5

赤 穂 受 水 （㎥） △ 2,242 △ 7.7

業　務　状　況　表

               年　度
  区　分

令和４年度
令和５年度

（Ａ）
令和６年度

(Ｂ)
前年度比較
(B)－(A)

比較率
（％）

給水区域内人口 48,816 48,004 47,313

計 画 給 水 人 口 55,400 55,400 55,400

給 水 人 口 48,816 48,004 47,313

給 水 戸 数 23,253 23,264 23,274

1日最大配水能力 27,500 27,500 27,500

1日平均配水量 22,524 21,203 20,690

1日最大配水量

1日最小配水量

年 間 総 配 水 量 8,221,255 7,760,379 7,551,932

25,400

19,591

23,963

18,978

内

訳

6,738,945 6,610,325 6,492,722

82.0 85.2 86.0

43,105 31,523 44,315

1,439,205 1,118,531 1,014,895

水

源

別

送

水

量

5,521,565 5,367,551 5,406,368

1,444,031 1,214,118 1,033,773

66,113

381,238 331,116 276,163

749,227 743,026 742,742

23,025

18,382

27,778 29,015 26,773

97,416 75,553



別表２

(単位：㎥)

生活用 業務･営業用

φ13･20･25 φ40･50･75 φ100 ㈱ＩＨＩ
関西電力㈱
相生発電所

平成 17 年度 5,574,003 909,609 439,094 381,592 281,735 193 1,028,000 8,614,226

平成 18 年度 5,471,120 913,543 366,482 320,009 220,141 269 1,028,000 8,319,564

平成 19 年度 5,434,424 903,730 407,929 346,043 341,998 299 1,028,000 8,462,423

平成 20 年度 5,318,780 904,082 347,258 279,249 351,329 460 908,479 8,109,637

平成 21 年度 5,282,038 901,203 290,204 254,217 241,950 1,029 825,000 7,795,641

平成 22 年度 5,239,851 966,644 309,633 254,547 244,583 1,448 825,000 7,841,706

平成 23 年度 5,139,800 963,648 297,279 227,097 429,292 363 825,000 7,882,479

平成 24 年度 5,050,382 939,486 310,351 201,995 540,399 162 826,200 7,868,975

平成 25 年度 4,970,365 941,161 260,873 176,566 489,221 178 826,200 7,664,564

平成 26 年度 4,839,483 861,460 241,088 184,780 451,746 111 826,200 7,404,868

平成 27 年度 4,816,776 844,141 234,947 211,041 441,588 68 826,200 7,374,761

平成 28 年度 4,775,107 840,112 338,172 203,123 331,630 164 826,200 7,314,508

平成 29 年度 4,729,168 851,844 378,413 211,310 236,206 68 826,200 7,233,209

平成 30 年度 4,647,968 803,598 323,495 194,343 190,668 134 826,200 6,986,406

令和 元 年度 4,595,739 794,596 311,010 180,523 161,761 86 826,200 6,869,915

令和 2 年度 4,701,112 727,919 329,163 208,699 160,217 730 829,899 6,957,739

令和 3 年度 4,574,942 729,090 274,259 216,927 141,288 138 826,200 6,762,844

令和 4 年度 4,470,273 738,041 320,569 225,967 157,764 131 826,200 6,738,945

令和 5 年度 4,327,106 742,033 283,933 231,017 199,894 142 826,200 6,610,325

令和 6 年度 4,270,259 759,110 274,344 195,591 167,029 189 826,200 6,492,722

構成比 65.8% 11.7% 4.2% 3.0% 2.6% 0.0% 12.7% 100.0%

増 減 △ 56,847 17,077 △ 9,589 △ 35,426 △ 32,865 47 0 △ 117,603

比 率 △   1.3% 2.3% △  3.4% △  15.3% △  16.4% 33.1% 0.0% △    1.8%

前 年 度
比 較

年　度　別　有　収　水　量　一　覧　表

　　　　区　分
 年　度

工　　　場　　　用
特別給水

分　　水
(姫路･太子)

合　　計



a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a

R 5

R 6

　　 営　業　収　益　　　  931,180 営業外収益　256,964

     営　業　費　用　　　1,020,380

　　 営　業　収　益　　　  914,631 営業外収益　241,595

     営　業　費　用　　　  990,067

(単位：千円）

R 4
     営　業　費　用　　  1,017,099

　　 営　業　収　益　　　  942,439 営業外収益 256,262

1,200700 800 900 1,000 1,100

別表３

年 度 別 収 益 費 用 比 較 表

(百万円) 100 200 300 400 500 600 1,300 1,400

金

額年

度

営業外費用 26,466

営業外費用 25,052

営業外費用 23,656



a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a a

減価償却費等　87.63

給水収益　132.20 長期前受金戻入

人件費 動力費

長期前受金戻入 その他

減価償却費等　91.09動力費

別表４

177.88

154.86

179.74

160

R 5

R 4

(単位：円）

10 30

（円）

有収水量１㎥当たり年度別収益費用比較表

158.15

178.08

156.13

20 40 60 70 90 110 120 140

R 6

50

給水収益　132.80

80 100

人件費

給水収益　132.31

動力費

200 210190170 180150130

その他

人件費

長期前受金戻入 その他

減価償却費等　88.05

金

額
年

度

29.88

17.81

27.28 委託料

9.10

16.23 支払利息

3.88

その他 10.68

27.73 12.97

27.96

受水費

0.45

支払利息

3.74

受水費

0.43

委託料

11.49

16.94

30.00

29.06 委託料

10.66

14.31
受水費

0.45

支払利息

3.57

その他 10.45

その他 9.89

15.80



別表５

942,438,654 78.6 931,179,867 78.4 914,631,091 79.1 16,548,776 1.8
給 水 収 益 890,875,770 74.3 877,866,736 73.9 859,026,842 74.3 18,839,894 2.1
受 託 工 事 収 益 120,484 0.0 641,691 0.1 152,189 0.0 489,502 76.3
そ の 他 営 業 収 益 51,442,400 4.3 52,671,440 4.4 55,452,060 4.8 2,780,620 5.3

256,261,930 21.4 256,964,400 21.6 241,595,334 20.9 15,369,066 6.0
受 取 利 息 30,638,006 2.6 34,533,425 2.9 35,319,598 3.1 786,173 2.3
他 会 計 補 助 金 1,828,000 0.1 1,676,000 0.1 1,784,000 0.2 108,000 6.4
分 担 金 19,843,600 1.7 20,046,000 1.7 14,375,760 1.2 5,670,240 28.3
長 期 前 受 金 戻 入 201,378,847 16.8 198,306,907 16.7 181,575,326 15.7 16,731,581 8.4
雑 収 益 2,573,477 0.2 2,402,068 0.2 8,540,650 0.7 6,138,582 255.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－
固 定 資 産 売 却 益 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－

1,198,700,584 100.0 1,188,144,267 100.0 1,156,226,425 100.0 31,917,842 2.7
1,017,099,135 97.5 1,020,379,670 97.6 990,067,848 97.7 30,311,822 3.0

原 水 及 び 浄 水 費 179,652,478 17.2 171,409,146 16.4 177,348,652 17.5 5,939,506 3.5
配 水 及 び 給 水 費 84,988,720 8.1 87,220,136 8.3 88,776,606 8.8 1,556,470 1.8
受 託 工 事 費 64,461 0.0 116,938 0.0 41,427 0.0 75,511 64.6
総 係 費 158,124,078 15.2 158,592,698 15.2 152,638,400 15.1 5,954,298 3.8
議 会 費 870,000 0.1 823,682 0.1 2,255,413 0.2 1,431,731 173.8
監 査 費 53,375 0.0 48,000 0.0 50,000 0.0 2,000 4.2
減 価 償 却 費 582,373,893 55.8 584,029,121 55.9 563,743,247 55.6 20,285,874 3.5
資 産 減 耗 費 10,972,130 1.1 18,139,949 1.7 5,214,103 0.5 12,925,846 71.3
そ の 他 営 業 費 用 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－

26,465,538 2.5 25,052,174 2.4 23,656,047 2.3 1,396,127 5.6
支 払 利 息 26,175,529 2.5 24,703,876 2.4 23,205,767 2.3 1,498,109 6.1
雑 支 出 290,009 0.0 348,298 0.0 450,280 0.0 101,982 29.3

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－
過 年 度 損 益 修 正 損 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－
そ の 他 特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－

1,043,564,673 100.0 1,045,431,844 100.0 1,013,723,895 100.0 31,707,949 3.0
155,135,911 142,712,423 142,502,530 209,893 0.1

比　較　損　益　計　算　書

　　　　　　　　 年　度
　科　目

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比較
金　額 (円) 構成比(％) 金　額(Ａ) (円) 構成比(％) 金　額(Ｂ) (円) 構成比(％) 増減(Ｂ)－(Ａ) (円) 比　率(％)

　営　業　収　益 △ △
△ △
△ △

　営　業　外　収　益 △ △

△ △
△ △

　特　別　利　益

事　業　収　益 △ △
　営　業　費　用 △ △

△ △
△ △

△ △
△ △

　営　業　外　費　用 △ △
△ △

　特　別　損　失

事　業　費　用 △ △
当　年　度　純　利　益 △ △



別表６

10,961,221,638 71.2 10,785,216,946 70.8 10,705,241,125 70.2 79,975,821 0.7

10,954,595,865 71.2 10,778,591,173 70.8 10,698,615,352 70.2 79,975,821 0.7

869,196,744 5.6 869,196,744 5.7 869,196,744 5.7 0 　　   0.0

675,546,184 4.4 663,867,972 4.4 637,343,364 4.2 26,524,608 4.0

7,742,072,227 50.3 7,489,254,042 49.2 7,491,215,459 49.2 1,961,417 0.0

1,575,939,501 10.2 1,635,017,922 10.7 1,564,349,717 10.3 70,668,205 4.3

6,761,096 0.1 6,307,156 0.0 4,930,757 0.0 1,376,399 21.8

44,039,113 0.3 38,452,337 0.3 49,728,311 0.3 11,275,974 29.3

41,041,000 0.3 76,495,000 0.5 81,851,000 0.5 5,356,000 7.0

6,625,773 0.0 6,625,773 0.0 6,625,773 0.0 0 0.0

1,542,000 0.0 1,542,000 0.0 1,542,000 0.0 0 　　   0.0

5,083,773 0.0 5,083,773 0.0 5,083,773 0.0 0 　　   0.0

4,442,930,865 28.8 4,443,674,732 29.2 4,538,301,498 29.8 94,626,766 2.1

1,535,403,284 10.0 1,506,961,264 9.9 1,583,016,555 10.4 76,055,291 5.0

90,065,938 0.6 87,711,231 0.6 99,593,418 0.7 11,882,187 13.5

91,893,312 0.6 89,643,470 0.6 101,308,196 0.7 11,664,726 13.0

△     1,827,374 0.0 △     1,932,239 △ 0.0 △     1,714,778 0.0 217,461 11.3

2,796,358,000 18.1 2,796,108,000 18.4 2,796,108,000 18.3 0 　　   0.0

8,288,843 0.0 8,814,237 0.0 9,233,525 0.1 419,288 4.8

12,614,800 0.1 43,880,000 0.3 50,150,000 0.3 6,270,000 14.3

200,000 0.0 200,000 0.0 200,000 0.0 0 　　   0.0

15,404,152,503 100.0 15,228,891,678 100.0 15,243,542,623 100.0 14,650,945 0.1

比　較　貸　借　対　照　表

                 年　度
  科　目

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比較

金　額 (円) 構成比(％) 金　額 (Ａ) (円) 構成比(％) 金　額 (Ｂ) (円) 構成比(％) 増減(Ｂ)－(Ａ)(円) 比　率(％)

　固　定　資　産 △ △

　有 形 固 定 資 産 △ △

土 地

建 物 △ △

構 築 物

機 械 及 び 装 置 △ △

車 両 運 搬 具 △ △

工具器具及び備品

建 設 仮 勘 定

　無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △

有 価 証 券

貯 蔵 品

　資　産　合　計

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産



2,037,953,701 13.2 1,965,323,914 12.9 1,838,850,812 12.1 126,473,102 6.4

1,810,406,411 11.7 1,719,313,624 11.3 1,613,300,839 10.6 106,012,785 6.2

227,547,290 1.5 246,010,290 1.6 225,549,973 1.5 20,460,317 8.3

200,826,413 1.3 219,289,413 1.4 198,829,096 1.3 20,460,317 9.3

26,720,877 0.2 26,720,877 0.2 26,720,877 0.2 0 0.0

394,411,381 2.6 327,357,897 2.1 498,352,990 3.3 170,995,093 52.2

89,594,678 0.6 91,092,787 0.6 106,012,785 0.7 14,919,998 16.4

207,148,196 1.4 140,487,270 0.9 294,976,586 1.9 154,489,316 110.0

18,946,000 0.1 19,409,000 0.1 20,838,000 0.2 1,429,000 7.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－

78,722,507 0.5 76,368,840 0.5 76,525,619 0.5 156,779 0.2

3,343,736,314 21.7 3,165,446,337 20.8 2,993,072,761 19.6 172,373,576 5.4

8,800,314,536 57.1 8,808,679,445 57.9 8,804,637,661 57.7 4,041,784 0.0

△ 5,456,578,222 △ 35.4 △ 5,643,233,108 △ 37.1 △ 5,811,564,900 △ 38.1 168,331,792 3.0

8,045,080,153 52.2 8,133,203,178 53.4 8,222,797,856 53.9 89,594,678 1.1

8,045,080,153 52.2 8,133,203,178 53.4 8,222,797,856 53.9 89,594,678 1.1

1,582,970,954 10.3 1,637,560,352 10.8 1,690,468,204 11.1 52,907,852 3.2

84,824,411 0.6 84,824,411 0.6 84,824,411 0.6 0 　　 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－

7,528,547 0.1 7,528,547 0.1 7,528,547 0.1 0 　　 0.0

77,295,864 0.5 77,295,864 0.5 77,295,864 0.5 0 　　 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 　　－

1,498,146,543 9.7 1,552,735,941 10.2 1,605,643,793 10.5 52,907,852 3.4

1,254,887,607 8.1 1,320,428,840 8.7 1,372,048,476 9.0 51,619,636 3.9

243,258,936 1.6 232,307,101 1.5 233,595,317 1.5 1,288,216 0.6

15,404,152,503 100.0 15,228,891,678 100.0 15,243,542,623 100.0 14,650,945 0.1

　　　　　　　　 年　度
 科　目

令和４年度 令和５年度 令和６年度 前年度比較

比　率(％)金　額 (円) 構成比(％) 金　額 (Ａ) (円) 構成比(％) 金　額 (Ｂ) (円) 構成比(％) 増減(Ｂ)－(Ａ)(円)

　固　定　負　債 △ △

企 業 債 △ △

引 当 金 △ △

退 職 給 付 引 当 金 △ △

修 繕 引 当 金

　流　動　負　債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

前 受 金

そ の 他 流 動 負 債

　繰　延　収　益 △ △

長 期 前 受 金 △

長期前受金収益化累計額 △

　資　　本　　金

自 己 資 本 金

　剰　　余　　金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 県 補 助 金

当年度未処分利益剰余金

工 事 負 担 金

寄 附 金

　負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金



別表７

種　　　　　　別
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
説　　　　　　　　　明

経　　営　　分　　析　　表

算　出　方　法

 施設利用率（％）

１日配水能力に対する１日平均配水量の
割合で、この比率が低いと一部の施設が
遊休状況であることを示し、１００％に
近いと安定給水に問題があることを示し
ている。

１日平均配水量
×100 81.8 81.5 81.9 77.1 75.2

１日配水能力

 負荷率（％） 81.9 85.8 88.7 88.5 89.9
１日最大配水量に対する１日平均配水量
の割合で、１００％に近づくほど施設の
利用効率が高いことを示す。

１日平均配水量
×100

１日最大配水量

 職員1人当たり
 給水人口（人）

1,864.3 1,837.3 1,877.5 1,846.3 1,752.3
労働生産性を示すもので、指数が高いほ
ど経営状況が良好である。

給水人口

損益勘定職員数

 職員1人当たり
 給水量（千㎥）

257.7 250.5 259.2 254.2 240.5 同　　　　上
有収水量

損益勘定職員数

 職員1人当たり
 営業収益（千円）

35,668.2 34,607.0 36,247.7 35,814.6 33,875.2 同　　　　上
営業収益

損益勘定職員数

 料金回収率（％） 111.4 105.2 105.8 103.6 103.2
給水に係る費用が、どの程度給水収益で
賄えているかを示した指標

供給単価
×100

給水原価

備　考：損益勘定職員数に企業長（専任）は、含まない。

 給水原価（円/㎥） 117.56 124.06 124.96 128.13 128.16 水１㎥販売費用の指標
経常費用－受託工事費－長期前受金戻入

年間総有収水量



別表８

種　　　　　　別
令和

２年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
説　　　　　　　　　明

0.072

0.084 0.083

1,127.4 1,199.7

88.2

給水収益に対する企業債残高の割合で、企
業債残高の規模を表す指標である。給水収益

 企業債残高対
 給水収益比率（％）

企業債現在高合計
213.3 206.2227.7 200.1

負債資本合計
資本金＋剰余金＋繰延収益

×100

×100

85.2

83.3 83.8

225.2

337.6

 自己資本構成比率（％） 84.2 84.9 84.7

84.5

総資本に占める自己資本の割合で、比率が
高いほど資本構成の安定度は高い。水道施
設は、企業債で建設されるので全般的に低
率である。

固定資産のうち、自己資本で調達されてい
る割合を示す。１００％を超えていれば借
入金で設備投資を行っていることになり、
この比率は低いことが望ましい。

83.4
固定資産

 固定比率（％） 82.9
資本金＋剰余金＋繰延収益

×100

×100

 酸性試験比率
（当座比率）（％）

現金預金＋（未収金-貸倒引当金）
流動負債

固定資産に対する営業収益の割合で、期間
中に固定資産の何倍の営業収益があるかを
示す。この比率が高い場合は施設が有効に
稼働している。

流動負債に対する流動資産の割合で、短期
債務に対する支払い能力を示す。この比率
は高いことが望ましく、１００％を下回る
と不良債務が発生していることになる。

556.4 577.9

910.7

流動比率の補助比率であり、流動負債に対
する支払手段として流動資産のうち現金預
金、換金性の高い未収金をどれだけ有して
いるかを示す。

412.1 487.1

0.071

0.0850.085

流動負債
流動資産

※自己資本＝資本金＋剰余金＋繰延収益

0.074

 流動比率（％） 1,126.5 1,357.4

 固定資産回転率（回）

×100

0.086
営業収益－受託工事収益

（期首固定資産＋期末固定資産）÷２

算　出　方　法

 自己資本回転率（回）
営業収益－受託工事収益

財　　務　　分　　析　　表

自己資本に対する営業収益の割合で、期間
中に自己資本の何倍の営業収益があるかを
示す。この比率が高いほど投下資本に対し
て営業活動が活発であることを意味する。

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２
0.073 0.072


